
社会資本総合整備計画

「小林市中心市街地活性化整備計画」

（宮崎県小林市）

平成２８年　３月



1 小林市中心市街地活性化整備計画
平成28年度　～　平成30年度　（3年間） 小林市

・中心市街地の空き店舗数を32店舗（H26）から26店舗（H30）に減少させる。
・中心市街地の休日歩行者・自転車通行量を876人／日（H26）から1,639人／日（H30）に増加させる。
・中心市街地の居住人口を6,913人（H26）から7,038人（H30）に増加させる。

（H30末）
中心市街地区域内の空き店舗数を計測する。（単位：店舗）

中心市街地区域内の休日歩行者・自転車通行量を計測する。（単位：人／日）

中心街地区域内の居住人口（現住人口）を計測する。（単位：人）

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H28 H29 H30 H31 H32

1-A-1 再開発 一般 小林市 間接 143 

1-A-2 住環境 一般 小林市 間接 65 

合計 208 

（該当なし）
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 H31 H32

合計 0 

番号 備考

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 H31 H32

1-C-1 活動支援 一般 小林市 直接 12 

1-C-2 活動支援 一般 小林市 直接 6 

合計 18 

番号 備考

1-C-1

1-C-2

（該当なし）
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 H31 H32

合計 0 

番号 備考

（参考様式２）　　社会資本総合整備計画 平成28年3月31日
計画の名称 重点計画の該当
計画の期間 交付対象

計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値
（H26末） （H29末）

32 28 26

876 1,612 1,639

6,913 7,016 7,038

効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

交付対象事業

Ａ　基幹事業

要素となる事業名

（事業箇所）

小林まちづくり株式会社 五日町地区暮らし・にぎわい再生事業
都市まちなか立地支援
（子育て世帯交流施設、図書館）

小林市

小林まちづくり株式会社 五日町地区優良建築物等整備事業 複合機能ビル（賃貸住宅） 小林市

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業内容

（延長・面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

Ｃ　効果促進事業

小林市 空き店舗改修補助事業
空き店舗改修及び家賃の一部補
助　5店舗

小林市

小林市 ファミリー世帯向け空き家改修助成事業 空き家改修の一部助成　10件 小林市

一体的に実施することにより期待される効果

「1-A-1」と一体的に実施することで、雇用の場の創出と中心市街地の魅力向上による来街者の増加により賑わいの創出が期待できる。

「1-A-2」と一体的に実施することで、子育て世帯を中心とした居住人口の増加により賑わい創出が期待できるとともに、住環境の向上が期待できる。

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業
事業内容
（面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

小林市の中心市街地は、市役所をはじめとした公共公益施設や、郵便局、金融機関などの都市機能が集積した地域である。しかし、中心市街地の中央に位置していたスーパーが平成25年に閉店したことなどから、年間商品販売額が平
成19年と平成24年を比較すると約25.4％減少するなど、経済活力の維持に支障が生じている。
高齢化や人口減少社会に対応し持続可能なまちづくりを推進するためにも、中心市街地の活性化は喫緊の課題であり、中心市街地活性化協議会を中心とした官民連携の推進体制が構築されている。
このような状況の中、複合的な機能を持つ施設の整備による生活者の利便性や生活環境の向上、中心市街地周辺及び市内観光拠点との連携強化による市外からの来街者増加、空き家等の活用による定住人口の増加、空き店舗等を活用
した経済活力の向上等について、官民一体となり連携して推進することで、「働く場」、「賑わいの場」、「暮らしの場」としての中心市街地の形成を目指す。

備考

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 226 百万円 Ａ 208 百万円 Ｂ 0 百万円 Ｃ 18 百万円 Ｄ 0 百万円 8.0%

事業者 市町村名
全体事業費
（百万円）

番号 事業者 要素となる事業名 市町村名
全体事業費
（百万円）

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名
全体事業費
（百万円）

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）
市町村名

全体事業費
（百万円）



計画の名称

計画の期間

（参考様式３）

小林市中心市街地活性化整備計画

平成28年度　　～　　平成30年度（3年間） 交付対象 小林市


